
１．はじめに 

平成 18 年 9 月 19 日付けの原子力安全委員会「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（以下「新耐震指針」と

いう。）の改訂後、原子力安全・保安院より、東海再処理施設について、耐震安全性を評価するよう指示を受けました。

機構は「耐震安全性評価実施計画書」(H18 年 10 月)を提出し、その後、新潟県中越沖地震から得られる知見を耐震安全

性の評価に適切に反映するため、平成 19 年 8 月及び平成 21年 4月に「実施計画書」を見直しました。本報告は、その

計画書に基づき、地質調査結果、基準地震動 Ss の策定結果、主な安全上重要な建物及び主な安全上重要な機器の耐震安

全性評価結果について取りまとめ、本日、原子力安全・保安院へ提出しました。 

なお、今回報告以外の施設等については、今回の報告内容の審議状況を踏まえ、別途報告させていただきます。 

 

２．新耐震指針に照らした耐震安全性評価 

耐震安全性評価は図－１のとおり、新耐震指針に照らして、地質調査、基準地震動 Ss の策定、基礎地盤の安定性評価、

安全上重要な施設の耐震安全性評価、地震随伴事象に対する考慮を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．評価結果 

(１)地質調査 
地質調査は新耐震指針に基づき、敷地からの距離

に応じ、文献調査、変動地形学的調査、地表地質調

査、地球物理学的調査等を適切に組み合わせて実施

しました。陸域では詳細な空中写真判読、地表地質

調査等、海域では他機関の音波探査記録解析、高精

度のマルチチャンネル方式等による海上音波探査

を実施しました。これらの調査結果に基づき、新潟

県中越沖地震等で得られた知見も踏まえて、評価・

検討を行いました。 

なお、今回の地質調査は、敷地が隣接する日本原

子力発電株式会社殿と協調して実施しております。 

調査結果として、敷地周辺の主要な断層等の分布

を図－２に示します。 

 
(２)基準地震動 Ss の策定 

基準地震動 Ssは新耐震指針に基づき、「敷地ごと 

に震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策

定する地震動」について検討し策定しました。 「敷地ごとに

震源を特定して策定する地震動」については、｢過去及び現在 

の地震発生状況等から考慮すべき地震」及び「考慮すべき断 

層による地震」について検討した結果、図－３に示す地震を 

検討用地震に選定しました。 

選定した検討用地震について「応答スペクトルに基づく手 

法による地震動評価」及び「断層モデルを用いた手法による 

地震動評価」の双方を実施しました(図-４)。 

評価に当たっては、検討用地震ごとに基本的な震源要素及 

び不確かさを考慮したケースについて評価しました。 

「震源を特定せず策定する地震動」については、既往の知 

見と地域性の考慮から、加藤ほか(2004)のスペクトルを震源 

を特定せず策定する地震動（450cm/s2）*とし評価しました 

(図-５)。 

「応答スペクトルに基づく手法による地震動評価」での応 

答スペクトルを全て包絡させ、裕度を考慮して策定した基準 

地震動 Ssの応答スペクトル Ss-DHは、「断層モデルを用いた 

手法による地震動評価」の結果及び「震源を特定せず策定す 

る地震動」を包絡していることから、Ss-DHを基準地震動 Ss 

による応答スペクトル（600cm/s2）*としました。この応答ス 

ペクトルより作成した加速度の波形を図－６に示します。 

* cm/s2: 加速度の単位。1(cm/s2)は 1(Gal) 

最大値：600cm/s2 (t=7.31s) 

時間(秒) 

図－２ 敷地周辺の主要な断層等の分布 

図－１ 耐震安全性評価全体検討フロー 
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図－２ 敷地周辺の主要な断層等の分布 
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図－３ 検討用地震の選定結果 

 東海再処理施設における「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等の改訂に係る耐震安全性評価報告書（基準地震動策定、主な施設）の概要 
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(３)主な安全上重要な建物の耐震安全性評価 

耐震安全性評価の対象は、耐震安全性評価の対象となる機器・配管系を収納する建物としました。評価対象とする建

物について基準地震動 Ssに基づく地震応答解析を実施し、各層の鉄筋コンクリート耐震壁の最大応答せん断ひずみが、

評価基準値（2.0×10-3）以下であることを確認しました（表－１）。 

この結果、耐震安全性が確保されていることを確認しました。 

建物 評価対象 応答値 評価基準値
※ 判定

高放射性廃液貯蔵場建家
耐震壁

せん断ひずみ 0.104×10
-3

2.0×10
-3 ○

ガラス固化技術開発施設
開発棟建家

耐震壁
せん断ひずみ 0.115×10

-3
2.0×10

-3 ○

表－１　建物の耐震安全性評価結果

※基準地震動Ssに対する耐震安全性を確認するための基準で、各学協会規格等に準拠した値です。

 

 

(４)主な安全上重要な機器の耐震安全性評価 

評価対象とする機器について基準地震動 Ssに基づく地震応答解析を実施し、応力比（発生値/評価基準値）は 1以下

となりいずれも評価基準値以下であることを確認しました（表－２）。 

この結果、耐震安全性が確保されていることを確認しました。 

建物 評価対象設備 評価部位
発生値
（MPa）

評価基準値
（MPa）

応力比 判定

高放射性廃液貯蔵場 高放射性廃液貯槽 胴 107 284 0.38 ○

ガラス固化技術開発施設
開発棟

溶融炉 ケーシング 15 194 0.08 ○

表－２　機器の耐震安全性評価結果

 
 

 

(５)まとめ 

新耐震指針に基づき、各種調査の結果を踏まえ、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず

策定する地震動」を考慮した基準地震動 Ssを策定しました。 

この基準地震動 Ssを用いて評価した結果、主な安全上重要な建物及び主な安全上重要な機器の耐震安全性が確保され

ていることを確認しました。 
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図－６ 基準地震動 Ss-DHの加速度波形（水平） 

図－５ 基準地震動 Ss-DHの策定結果(水平) 

〔応答スペクトルに基づく手法〕 〔断層モデルを用いた手法〕 

図－４ 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動(水平) 
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●．評価の対象となる機器・配管系及び建物・構築物 

地震発生様式ごとに、敷地に影響 
を与える地震を種々、検討 

プレート間地震 1896 年鹿島灘の地震(M7.3) 

茨城県南部の地震(M7.3) 

海域 F3～F4 断層による地震(M6.8) 

プレート内地震 

検討用地震の選定 
 

、他 
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、他 内陸地殻内地震 
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